
令和５年度当初予算の各事業概要
（単位：千円）

部局名称 款名 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

県土整備部 土木費 県単水防事業費 県単水防事業費 283 283 　適切な水防活動を実施するため、水防計画の作成や水防資材の補給等を行う。

県土整備部 土木費 河川海岸管理事業費 河川海岸管理事業費 2,675 △ 426,636
　河川機能の支障発生を防止し、適正な利用がなされるように、水質事故対策、家電製品の不法
投棄対策、未登記土地の登記整理及び水害統計調査を実施する。

県土整備部 土木費 河川調査費 県単公共事業 78,000 78,000 　河川事業の整備計画策定等のため、調査・測量等を実施する。

県土整備部 土木費 河川台帳整備事業費 河川台帳整備事業費 5,047 △ 3,753
　二級河川の現況を明らかにし、河川の維持管理を適切に行うため、河川現況台帳の整備を順次
実施する。

県土整備部 土木費 市町村河川事業指導監督費 市町村河川事業指導監督費 211 0 　市町が実施する河川事業が適正に執行されるよう指導監督を行う。

県土整備部 土木費 宮川堰堤管理費 宮川堰堤管理費 30,004 △ 2,563
　宮川ダムについて、ダムの洪水調節により下流域の県民の生命・財産の浸水被害を軽減すると
ともに、ダム貯留水を発電等への利用や河川環境保全のために河川維持放流を行うなど、ダム機
能が確実に発揮できるように管理を行う。

県土整備部 土木費 宮川堰堤維持費 県単公共事業 241,872 28,163
　宮川ダムについて、ダムの洪水調節により下流域の県民の生命・財産の浸水被害を軽減すると
ともに、ダム貯留水を発電等への利用や河川環境保全のために河川維持放流を行うなど、ダム機
能が確実に発揮できるように各種設備の点検・修理を行う。

県土整備部 土木費 君ヶ野堰堤管理費 君ヶ野堰堤管理費 15,007 11,640
　君ヶ野ダムについて、ダムの洪水調節により下流域の県民の生命・財産の浸水被害を軽減する
とともに、ダム貯留水を水道等への利用や河川環境保全のために河川維持放流を行うなど、ダム
機能が確実に発揮できるように管理を行う。

県土整備部 土木費 君ヶ野堰堤維持費 県単公共事業 164,621 33,668
　君ヶ野ダムについて、ダムの洪水調節により下流域の県民の生命・財産の浸水被害を軽減する
とともに、ダム貯留水を水道等への利用や河川環境保全のために河川維持放流を行うなど、ダム
機能が確実に発揮できるように各種設備の点検・修理を行う。

県土整備部 土木費 滝川ダム管理費 滝川ダム管理費 4,314 4,263
　滝川ダムについて、ダムの洪水調節により下流域の県民の生命・財産の浸水被害を軽減すると
ともに、ダム貯留水を水道等への利用や河川環境保全のために河川維持放流を行うなど、ダム機
能が確実に発揮できるように管理を行う。

県土整備部 土木費 滝川ダム維持費 県単公共事業 29,707 14,352
　滝川ダムについて、ダムの洪水調節により下流域の県民の生命・財産の浸水被害を軽減すると
ともに、ダム貯留水を水道等への利用や河川環境保全のために河川維持放流を行うなど、ダム機
能が確実に発揮できるように各種設備の点検・修理を行う。

県土整備部 土木費 ダム対策費 県単公共事業 5,849 1,849
　水源地域対策特別措置法に基づき策定された「新丸山ダムに係る水源地域整備計画」の実施に
必要となる経費について、同法第12条の規定に従い、費用の一部を負担する。

県土整備部 土木費 治水ダム建設事業費 国補公共事業 1,193,877 61,877 　二級河川加茂川及び鳥羽河内川の氾濫防止を目的として、鳥羽河内ダムを建設する。

県土整備部 土木費 治水ダム建設事業費 受託事業 50,000 0
　鳥羽市からの依頼により、受託事業として鳥羽河内ダムを建設するための工事用道路建設に合
わせた鳥羽市道建設事業を実施する。

県土整備部 土木費 鳥羽河内ダム関連事業費 県単公共事業 60,275 1,275
　鳥羽河内ダム建設のため、国補事業に付随する国補対象外の事業及び補助事業の円滑化を図
るために必要な事業を実施する。

県土整備部 土木費 国補ダムメンテナンス事業費 国補公共事業 220,210 6,122
　三重県が管理しているダムにおいて、その効用の継続的な発現のため、ダム本体、放流設備、
関連設備、貯水池等の緊急性の高い改良を行うことにより、ダムの機能の回復又は向上を図るこ
とを目的とする。

県土整備部 土木費 県単河川局部改良費 県単公共事業 2,908,277 20,277
　一級河川の指定区間及び二級河川において、事業規模の小さい工事箇所や防災上緊急を要す
る箇所の改良工事等を実施する。

県土整備部 土木費 県単河川局部改良費 受託事業 82,200 0 　市町・他団体等からの依頼により、受託事業として河川事業を実施する。

県土整備部 土木費 直轄河川事業負担金 直轄事業負担金 2,215,806 222,806 　国が施工する河川・ダム事業について、河川法等の規定に従い、費用の一部を負担する。



部局名称 款名 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

県土整備部 土木費 河川整備交付金事業費 国補公共事業 610,050 32,550
　一級河川の指定区間及び二級河川において、浸水被害を軽減するための河道拡幅や横断構造
物の改築等の洪水防止対策の実施、南海トラフ地震による被害を軽減するための耐震性能を備え
た堤防の整備や河口部の水門・樋門の耐震対策を実施する。

県土整備部 土木費 河川整備交付金事業費 受託事業 114,825 0 　市町・他団体等からの依頼により、受託事業として河川事業を実施する。

県土整備部 土木費 大規模特定河川事業費 国補公共事業 441,000 24,000
　一級河川の指定区間及び二級河川において、事前防災対策が十分に行えておらず、計画規模
の洪水が生じた場合に氾濫する危険性が著しく高い区間について、計画的・集中的な対策を実施
することにより、早期に治水安全度を向上させることを目的とする。

県土整備部 土木費 大規模特定河川事業費 受託事業 52,500 0 　市町・他団体等からの依頼により、受託事業として河川事業を実施する。

県土整備部 土木費 国補河川メンテナンス事業費 国補公共事業 439,950 24,450
　樋門、樋管、水門、排水機場等の河川管理施設の老朽化対策を計画的に実施するため、施設の
長寿命化計画の策定又は変更を行い、更新や改築、応急的な改良が必要な施設については、計
画的に実施することにより、施設機能を確保することを目的とする。

県土整備部 土木費 国補河川メンテナンス事業費 受託事業 84,000 0 　市町・他団体等からの依頼により、受託事業として河川事業を実施する。

県土整備部 土木費 砂防調査費 県単公共事業 8,000 8,000 　流域一環の砂防計画作成のため、調査・測量等を実施する。

県土整備部 土木費 砂利等採取関係取締費 砂利等採取関係取締事務費 466 △ 1,837
　砂防法、地すべり等防止法、急傾斜地法、砂利採取法、採石法等に基づく許認可及び助言、指
導等を行うとともに土砂災害防止に関する啓発活動を行うことにより、土砂の崩壊、流出等による
災害防止を図り、県民の安全を保持します。

県土整備部 土木費 県単通常砂防費 県単公共事業 166,000 0
　下流部に存在する人家、耕地、公共施設等を守るため、砂防えん堤や渓流保全工の整備等を実
施する。

県土整備部 土木費 県単急傾斜地崩壊対策費 県単公共事業 190,000 0
　小規模な急傾斜崩壊危険区域内の自然がけに対し、擁壁工、排水工及び法面工等急傾斜地崩
壊防止施設の整備その他急傾斜地の崩壊を防止する工事を実施する。

県土整備部 土木費 直轄砂防事業負担金 直轄事業負担金 100,667 10,667 　国が施工する砂防事業について、砂防法等の規定に従い、費用の一部を負担する。

県土整備部 土木費
県単急傾斜地災害緊急対策事
業費

県単公共事業 60,000 0
　地域住民の安全を確保するため、住民や建物等に被害が発生した小規模ながけ崩れ箇所の緊
急的な対策工事を行う。

県土整備部 土木費 砂防整備交付金事業費 国補公共事業 2,376,880 154,830

　下流部に存在する人家、耕地、公共施設等を守るため、土石流対策のための砂防えん堤や渓流
保全工等の整備を実施する。
　また、急傾斜地崩壊危険区域内の自然がけに対し、擁壁工、排水工及び法面工等急傾斜地崩
壊防止施設の整備、その他急傾斜地の崩壊を防止する工事を実施するとともに、土砂災害警戒区
域等の指定にむけた基礎調査を実施する。

県土整備部 土木費 砂防整備交付金事業費 受託事業 20,000 0 　市町・他団体からの依頼により、受託事業として砂防事業を実施する。

県土整備部 土木費 国補通常砂防事業費 国補公共事業 226,800 12,800
　下流部に存在する人家、耕地、公共施設等を守るため、土石流対策のための砂防えん堤や渓流
保全工等の整備を実施する。

県土整備部 土木費 国補砂防メンテナンス事業費 国補公共事業 236,400 12,400
　砂防設備、地すべり防止施設、及び急傾斜地崩壊防止施設の老朽化対策を計画的に実施する
ため、長寿命化計画の策定又は変更を行い、また老朽化対策が必要な施設については計画的に
対策を実施することにより、施設機能を確保することを目的とする。

県土整備部 土木費 海岸台帳整備費 海岸台帳整備費 1,200 △ 49,800 　海岸管理業務を適切に遂行するため、海岸法の規定による海岸保全区域台帳の整備を行う。

県土整備部 土木費 海岸調査費 県単公共事業 5,000 5,000 　海岸事業実施のため、調査・測量等を行う。

県土整備部 土木費 県単海岸局部改良費 県単公共事業 465,000 0
　津波、高潮、波浪その他地盤の変動等による被害から未然に海岸を防護し、国土の保全を図る
ため、海岸保全施設の改良及び補強工事を行う。



部局名称 款名 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

県土整備部 土木費 井田海岸緊急保全事業費 県単公共事業 150,000 0 　侵食が激しい井田地区海岸の安全性の確保を図るため、緊急に整備を行う。

県土整備部 土木費 海岸高潮対策（海岸）費 国補公共事業 876,200 51,850
　水管理・国土保全局所管の海岸において、津波、高潮、波浪その他地盤の変動等による被害か
ら未然に海岸を防護し、国土の保全を図るため、海岸保全施設の改良及び耐震補強、人工リーフ
等の整備を行う。

県土整備部 土木費 海岸漂着物等処理推進事業費 国補公共事業 20,000 4,500
　海岸の良好な景観及び環境の保全や利用者の安全性・満足度の向上を図るとともに、適切に施
設を保全するため、県管理の海岸施設に漂着した海洋ごみ等の回収・処理を行い、施設の適切な
保全を行う。

県土整備部 土木費
海岸保全施設整備連携事業（海
岸）費

国補公共事業 84,000 5,000
　水管理・国土保全局所管の上野・白塚地区海岸において、高潮・高波等の浸水被害を防ぐため、
伊勢湾に面した津松阪港海岸、白塚・河芸漁港海岸及び志登茂川と連携して堤防嵩上げを実施
し、必要な堤防高等を確保することで、一体的に背後地の防護を行う。

県土整備部 土木費
国補海岸メンテナンス（海岸）事
業費

国補公共事業 274,000 14,500
　水管理・国土保全局所管の海岸において、津波、高潮、波浪その他地盤の変動等による被害か
ら未然に海岸を防護し、国土の保全を図るため、海岸保全施設の老朽化対策を行う。

県土整備部 土木費 直轄港湾事業負担金 直轄事業負担金 258,593 33,593 　国が施工する海岸事業について、海岸法等の規定に従い、費用の一部を負担する。

県土整備部 土木費 海岸侵食対策（港湾）費 国補公共事業 188,700 10,800
　港湾局所管の海岸において、侵食による被害から海岸を防護するため、堤防工、養浜工等を行
う。

県土整備部 土木費 海岸高潮対策（港湾）費 国補公共事業 327,340 21,420
　港湾局所管の海岸において、津波、高潮、波浪その他地盤の変動等による被害から未然に海岸
を防護し、国土の保全を図るため、海岸保全施設の改良及び耐震補強等の整備を行う。

県土整備部 土木費
国補海岸メンテナンス（港湾）事
業費

国補公共事業 171,000 9,500
　港湾局所管の海岸において、津波、高潮、波浪その他地盤の変動等による被害から未然に海岸
を防護し、国土の保全を図るため、海岸保全施設の老朽化対策を行う。

県土整備部 土木費 県単災害関連推進事業費 県単公共事業 28,000 6,000
　公共土木施設の災害復旧及び改良復旧事業を行った箇所と一連の箇所について、再度災害防
止のための改良事業及び災害箇所に隣接する脆弱箇所の解消を図る災害関連事業を実施する。

県土整備部 土木費 開発管理費 都市防災総合推進事業費 30,000 15,000
　宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく基礎調査を行い、宅地造成等工事規制区域及び特定
盛土等規制区域を指定し、盛土等に伴う災害の防止を図る。

県土整備部 土木費
国補道路メンテナンス費（道路維
持）

国補公共事業 1,456,350 70,500 　橋梁等の老朽化する道路施設に対応するため、修繕等の対策を行う。

県土整備部 土木費
国補土砂災害対策費（道路維
持）

国補公共事業 267,385 13,135 　土砂災害の発生による道路交通の寸断を防ぐため、砂防事業と連携して土砂災害対策を行う。

県土整備部 土木費 管理費 建設副産物情報管理費 162 0

　公共事業から発生する建設副産物（建設発生物、建設発生土）の再利用を図るため、建設副産
物の情報を一元的に管理するシステムを利用し、建設副産物のリサイクルを推進する。
　なお、建設副産物のリサイクルを推進するにあたっては環境生活部とも連携しながら、各種取組
を進める。

県土整備部 土木費 市町村下水道事業指導監督費 市町村下水道事業指導監督事務費 11,394 0 　市町が実施する公共下水道、都市下水路事業が適正に執行されるよう指導監督を行う。

県土整備部 土木費 流域下水道事業費 流域下水道事業会計支出金 4,589,576 2,589,549 　流域下水道事業会計への維持管理費用、建設費用、公債費用の支出金。

県土整備部 土木費 流域下水道事業計画策定費 国補公共事業 20,000 10,000

・下水道整備に関する総合的な基本計画を策定することを目的とする。
・河川、海域等の公共用水域の水質環境基準を達成維持するため、当該流域における個別の下
水道事業計画の上位計画となる流域別下水道整備総合計画など、流域下水道の効率的な事業実
施のための計画を処理区ごとではなく流域下水道全体で検討する計画を策定するものである。



部局名称 款名 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

雇用経済部 土木費 四日市港関係諸費 四日市港振興事業費 1,630,024 1,630,024

　四日市港におけるコンテナ船用の耐震強化岸壁（W81） の整備や、港湾施設の老朽化対策、海
岸保全施設の地震・津波・高潮対策、四日市港カーボンニュートラルポート形成計画等の内容を踏
まえた長期構想等の改訂に向けた取組、四日市地区の賑わいづくりに向けた取組等を支援しま
す。

県土整備部 土木費 道路調査費 県単公共事業 20,550 20,550 　道路事業の整備計画策定のため、測量・設計等を実施する。

県土整備部 土木費 国補道路交通調査費 国補公共事業 32,400 21,600 　幹線道路網の整備計画策定等のため、調査・設計等を実施する。

県土整備部 土木費 高規格幹線道路建設促進費 県単公共事業 6,500 0
　高規格幹線道路事業の整備促進を図るため、高規格幹線道路事業の整備に必要な用地交渉等
の業務を実施する。

県土整備部 土木費
高速道路関連施設整備対策事
業費

県単公共事業 40,000 4,000 　高速道路事業の整備促進を図るため、高速道路事業と関連する施設整備を実施する。

県土整備部 土木費 直轄道路事業負担金 直轄事業負担金 12,301,918 1,231,918 　国が施工する道路事業について、道路法等の規定に従い、費用の一部を負担する。

県土整備部 土木費 市町村道路事業指導監督費 市町村道路事業指導監督事務費 5,820 0 　市町が実施する道路事業が適正に執行されるよう指導監督を行う。

県土整備部 土木費 国補道路改築費 国補公共事業 3,572,696 170,284

　高規格幹線道路や港湾などの広域交通拠点等と連結し、経済活動や地域間の連携交流を支え
る規格の高い幹線道路として、地域高規格道路の整備を行う。
　また、完成年度が公表されている高規格幹線道路ＩＣへの一次アクセス道路について整備を進め
る。

県土整備部 土木費 県単道路改築費 県単公共事業 192,268 35,268
　道路に対する様々な地域課題に対応するため、順次未改良区間の改良、混雑区間の解消を行う
ことにより、効率的な道路のネットワークを形成し、県民生活の利便性・安全性を向上させる。

県土整備部 土木費 県単道路改築費 受託事業 1,015,169 0 　他県・市町・他団体等からの依頼により、受託事業として道路整備事業を実施する。

県土整備部 土木費 道路整備交付金事業費
国補公共事業（社会資本整備総合交付金
事業）

2,325,766 123,258
　道路に対する様々な地域課題に対応するため、計画的に未改良区間の改良や混雑区間の解消
を行うなど、効率的な道路ネットワークを形成し、県民生活の利便性の向上を図る。

県土整備部 土木費 道路整備交付金事業費
国補公共事業（社会資本整備総合交付金
（広域連携）事業）

323,400 18,800

　世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」を核とした広域的な交流の促進と地域の活性化を図るた
め、広域的な道路ネットワークを整備する。
　また、「鈴鹿山脈」を中心とした三重県と滋賀県の周遊観光や両地域で行われている施策の連携
など地域の活性化を図るため、広域交通ネットワークを補う道路ネットワークを整備する。

県土整備部 土木費 道路整備交付金事業費 国補公共事業（防災・安全交付金事業） 1,938,174 94,634
　地域住民の命と暮らしを守るため、計画的に未改良区間の改良、通学路の交通安全対策、橋梁
の耐震化を行い、地域の防災機能や安全性の向上を図る。

県土整備部 土木費 地方道路整備（改築）事業費 県単公共事業 2,902,200 11,200

　道路幅員狭小、線形不良など緊急に対応が必要な県管理道路の整備や橋梁の耐震化を行うこ
とにより、県民生活の利便性の向上や防災機能の向上を図る。
　また、地域の実情に即した道路整備を実施するため、早期に事業効果が発現できる部分的な改
良など柔軟な手法を取り入れた整備にも取り組む。

県土整備部 土木費
国補道路メンテナンス費（道路整
備）

国補公共事業 3,202,592 153,044
　災害発生時に災害対応を迅速かつ効果的に実施するため、橋梁修繕と合わせて、緊急輸送道
路等の橋梁耐震補強を実施する。

県土整備部 土木費
国補土砂災害対策費（道路整
備）

国補公共事業 262,500 13,000 　土砂災害の発生による道路交通の寸断を防ぐため、砂防事業と連携して土砂災害対策を行う。

県土整備部 土木費
国補地区内連携交通安全対策
事業費（道路整備）

国補公共事業 21,000 1,000
　一定の区域において、計画的かつ集中的に実施していく必要のある交通安全対策の推進を図
る。

県土整備部 土木費 港湾管理費 港湾管理費 42,461 △ 25,130

　県管理港湾施設の維持管理に係る経費及びＳＯＬＡＳ条約の対象となっている制限区域内の不
法行為を防止するために必要な経費。
　また、県管理港湾の適正かつ円滑な開発、利用、管理等を図るため、港湾審議会を開催し審議
を行う。



部局名称 款名 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

県土整備部 土木費 港湾調査費 県単公共事業 16,000 16,000 　港湾事業実施のため、調査・測量等を実施する。

県土整備部 土木費 港湾統計調査費 港湾統計調査事務費 1,943 32
　適切な港湾の開発利用及び管理を行うため、港湾の利用状況を明らかにする統計調査を実施す
る。

県土整備部 土木費
カーボンニュートラルポート形成
計画策定事業費

カーボンニュートラルポート形成計画策定
事業費

30,000 15,000
　港湾における脱炭素を目指すカーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）の形成に向けて、国が定めるマ
ニュアルに基づきＣＮＰ形成計画の策定を行う。

県土整備部 土木費 国補港湾改修費 国補公共事業 392,700 19,900
　県管理港湾の適正かつ円滑な開発、利用、管理等を図るため、水域施設、外郭施設、係留施設
又は臨港交通施設の建設改良、施設の長寿命化対策を行う。

県土整備部 土木費 県単港湾改修費 県単公共事業 318,000 72,000
　県管理港湾の適正かつ円滑な開発、利用、管理等を図るため、水域施設、外郭施設、係留施設
又は臨港交通施設の建設改良、施設の長寿命化対策を行う。

県土整備部 土木費 国補港湾メンテナンス事業費 国補公共事業 81,800 4,200
　県管理港湾の適正かつ円滑な開発、利用、管理等を図るため、水域施設、外郭施設、係留施設
又は臨港交通施設の建設改良、施設の長寿命化対策を行う。

県土整備部 土木費 港湾整備事業費 港湾整備事業特別会計繰出金 61,399 61,399 　港湾整備事業特別会計にかかる公債費用への繰出金

県土整備部 土木費 公共土木施設維持管理費 県単公共事業 15,425,238 2,383,132
　県が管理している供用中の各種公共土木施設について、良好な状態を保ち県民の日常生活の
安定に寄与するため、公共土木施設のパトロールや老朽化に伴う修繕等を実施する。

県土整備部 土木費 公共土木施設維持管理費 受託事業 20,000 0
　市町・他団体等からの依頼により、受託事業として県管理の河川堤防と兼用している市町道の除
草業務等を実施する。

県土整備部 土木費 道路台帳整備費 道路台帳整備費 6,224 0 　道路管理事務等の円滑な遂行及び地方交付税の基礎資料とするため、道路台帳を整備する。

県土整備部 土木費 道路施設管理費 道路施設管理費 156,135 121,764

　県が管理している供用中の道路施設について、良好な状態を保ち県民の日常生活の安定に寄
与するため、道路照明灯等の維持管理、道路モニターによる情報収集、道路賠償責任保険への加
入及びポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理等の道路施設管理を実施する。
　また、Ｇ７三重・伊勢志摩交通大臣会合に向けた環境整備を行う。

県土整備部 土木費 県単道路交通安全対策費 県単公共事業 625,277 117,277
　交通事故の防止と交通の円滑化を図るため、歩道設置や交差点改良等の交通安全施設の整備
を実施する。

県土整備部 土木費 土木施設パトロール費 土木施設パトロール事務費 58,400 58,141
　道路等の公共土木施設パトロールにおいて、人員が不足する事務所に専門員を配置し、適切な
パトロールを実施する。

県土整備部 土木費
石油貯蔵施設立地対策等交付
金事業費

国補公共事業 14,974 0
　石油貯蔵施設に伴う周辺施設（防災道路）において、被災時の円滑な消防活動を行うため、舗装
の修繕を実施する。

県土整備部 土木費 道路維持交付金事業費 国補公共事業（防災・安全交付金事業） 819,988 42,902
　道路施設の適切な維持管理による県民の日常生活の安定に寄与するため、道路法に基づく老
朽化対策、通学路等の交通安全対策、道路法面（切土面、盛土面）の危険箇所の対策及び傷んだ
舗装の修繕等を実施する。

県土整備部 土木費
国補地区内連携交通安全対策
事業費（道路維持）

国補公共事業 78,750 4,500
　一定の区域において、関係行政機関等や関係住民の代表者等との間での合意に基づき、計画
的かつ集中的に実施していく必要のある交通安全対策（速度低下、進入抑制等を促す面的対策や
歩道の設置等）を行う。

県土整備部 土木費
踏切道改良計画事業費（道路維
持）

国補公共事業 127,050 6,500 　踏切道改良促進法に基づき改良すべき踏切道に指定された踏切道の対策を行う。

県土整備部 土木費
国補通学路緊急対策交通安全
対策事業費（道路維持）

国補公共事業 313,005 15,050 　千葉県八街市の事故を受けて実施した通学路合同点検の結果に基づき交通安全対策を行う。

県土整備部 土木費 都市計画審議会費 都市計画審議会費 1,173 1,173
　都市計画に関する事項を十分に調査審議のうえ、都市計画が決定（変更）されることを目的に、
学識経験者、県議会議員、市町長の代表、市町議会議長の代表、関係行政機関の職員で構成す
る県都市計画審議会を開催する。



部局名称 款名 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

県土整備部 土木費
市町村都市計画事業指導監督
費

市町村都市計画事業指導監督事務費 3,742 0 　市町が実施する都市計画事業が適正に執行されるよう指導監督を行う。

県土整備部 土木費 基本都市計画策定事業費 総合都市交通体系調査費 18,214 12,214
　総合都市交通計画を検討するため、都市計画法第6条（ 都市計画に関する基礎調査）に基づき、
総合都市交通体系調査を実施する。

県土整備部 土木費 美しい景観づくり推進事業費 みえの景観づくり推進事業費 4,960 △ 32,009

　県の良好な景観を形成するため、三重県景観計画等に基づく届出制度等を円滑に運用するとと
もに、市町による主体的な景観づくりを促進するため、市町への派遣等の支援を行う。
　また、良好な景観の形成、風致の維持、公衆に対する危害の防止のため、屋外広告物の設置に
ついて必要な規制等を行う。
　さらに、協働による地域の個性豊かで魅力ある景観を生かしたまちづくりを進めるため、職員協
働研修を実施する。

県土整備部 土木費 都市計画策定事業費 都市計画策定事業費 62,217 62,217
　健康で文化的な都市生活及び機能的な都市活動を確保するための土地利用及び都市施設の整
備を推進するとともに、人口減少・超高齢化社会に対応した持続可能性の高い都市構造を実現す
るため、都市計画区域マスタープランに沿った都市計画の設定を進める。

県土整備部 土木費 民間活力導入推進事業費 民間活力導入支援事業費 2,960 2,960

　鈴鹿青少年センターおよび鈴鹿青少年の森については指定管理制度を導入し、維持管理費等
の縮減を図っているが、厳しい県財政下においては、さらなる維持管理の効率化が必要となってい
る。
　そのため、両施設の管理運営にＰＦＩ等による民間活力の導入を行い、管理・運営の効率化や県
民サービスの向上を図る。

県土整備部 土木費 復興都市計画清算事業費
都市計画土地区画整理事業清算基金積
立金

76 0
　三重県都市計画区画整理事業清算基金を適切に管理するため、基金の運用及び運用利子の積
立を行う。

県土整備部 土木費 県単街路事業費 県単公共事業 46,000 3,000
　補助事業箇所の支援のため、補助対象とならない取り付け道路など本線に関連する施設の整備
を行う。

県土整備部 土木費 国補街路事業費 国補公共事業 420,000 13,335
　公共施設の整備等に関し、又は地域の自然的若しくは社会的特性に即して、地域住民の日常生
活の安全性若しくは利便性の向上又は快適な生活環境の確保を図るため、一定の地域において
一体的に街路整備を行う。

県土整備部 土木費 国補街路事業費 受託事業 10,000 0 　市町・他団体等からの依頼により、受託事業として街路事業を実施する。

県土整備部 土木費 街路整備交付金事業費 国補公共事業 651,000 20,667
　公共施設の整備等に関し、又は地域の自然的若しくは社会的特性に即して、地域住民の日常生
活の安全性若しくは利便性の向上又は快適な生活環境の確保を図るため、一定の地域において
一体的に街路整備を行う。

県土整備部 土木費 街路調査費 県単公共事業 1,000 1,000 　街路事業の整備計画策定等のため、調査・測量等を実施する。

県土整備部 土木費 ウォークギャラリー整備事業費 県単公共事業 30,000 3,001
　電線類の地中化に伴い、補助事業対象とならない道路区域外の民地等に電線を引き込むため、
管路設備工事を行う。

県土整備部 土木費 国補公園事業費 国補公共事業 409,500 18,000 　県民にスポーツと憩いの場を提供するため、県営公園の整備を行う。

県土整備部 土木費 県単公園維持管理費 県単公共事業 272,579 265,977 　県民が安全で安心して利用できる公園とすることを目的に、県営公園の維持管理を行う。

県土整備部 土木費
都市公園等一体整備促進事業
費

県単公共事業 56,336 14,336 　県民にスポーツや憩いの場を提供するため、県営公園の整備を行う。

県土整備部 土木費 直轄公園事業負担金 直轄事業負担金 13,058 2,058
　国が施工する国営公園木曽三川公園事業について、都市公園法等の規定に従い、費用の一部
を負担する。

県土整備部 土木費 都市公園安全対策事業費 国補公共事業 328,150 17,650
　県民が安全で安心して利用できる公園とすることを目的に、県営都市公園施設の長寿命化計画
をもとに計画的な施設の修繕・更新を行う。



部局名称 款名 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

県土整備部 土木費 建築基準法施行費 建築基準法施行事務費 10,946 △ 4,927

　新築等建築物が、建築基準法及び関係法令に適合するよう、審査・検査等を厳格かつ円滑に実
施すること、及び既存建築物が良好に維持保全されるよう指導助言することを目的に、専門的知
識を持つ職員の育成や会議による情報共有、建築審査会の開催、建築行政共用データベースシ
ステムの利用契約等を行う。

県土整備部 土木費 建築基準法施行費 指定道路図等保守管理事業費 5,075 0 　建築基準法施行規則に基づき作成した指定道路図等の保守管理のため、業務委託を行う。

県土整備部 土木費 建築基準法施行費 被災建築物震後対策事業費 1,160 1,160

　地震後の余震等による二次災害防止を目的とした被災建築物応急危険度判定活動に参加する
判定士を確保するため、建築士等の有資格者を対象に養成講習を行うとともに判定士の認定や登
録等を行う。
　また、応急危険度判定制度について、広く県民の理解を得るため、普及啓発を実施する。

県土整備部 土木費 建築基準法施行費 建築物耐震対策促進事業費 66,273 66,273
　地震に対する建築物及びまちの安全を確保するため、耐震診断が義務付けられた建築物に対
する耐震診断費や耐震改修費等の補助を市町とともに行う。

県土整備部 土木費 宅地建物取引業法施行費 宅地建物取引業法等施行事務費 4,959 △ 16,070

　県内の消費者と宅地建物取引業者の対等で適正な取引を確保し、良質な宅地や建物の流通に
資するため、宅地建物取引業免許事務等処理システムを活用して適切な事務処理等を実施する。
　また、建築士法の適正な施行のため、関係団体と連携し建築士・建築士事務所の指導監督を行
うとともに、建築士審査会の開催・運営を行う。

県土整備部 土木費 開発管理費 開発管理事務費 1,178 △ 17,261
　都市の計画的市街地化を図り、安全な宅地造成を求めることにより、まちづくりに寄与するため、
都市計画法等の法令に基づく規制を行う。

県土整備部 土木費 開発管理費 開発許可システム電算関係経費 1,295 0
　開発許認可事務の効率化・省力化を進め、県民サービスの向上を図るため、都市計画法等の法
令に基づく開発許認可の情報を一括管理し、許認可等の事務をサポートする電算システムを構築
し、適正に維持管理を行う。

県土整備部 土木費 市町建築指導監督費 市町建築指導監督事務費 536 0 　市町が実施する狭あい道路整備等促進事業が適正に執行されるよう指導監督を行う。

県土整備部 土木費 建物統計調査費 建物統計調査事務費 1,068 0
　建築物の動態を明らかにするため、建築物及び住宅に関する基礎資料をまとめ、国土交通省へ
報告する。

県土整備部 土木費 公営住宅管理費 公営住宅管理事務費 646,035 21,961
　住宅に困窮する低所得者に低廉な家賃で県営住宅を提供するとともに、県営住宅の点検及び修
繕を行うなど適切な維持管理を実施する。

県土整備部 土木費 市町住宅事業指導監督費 市町住宅事業指導監督事務費 2,500 0 　市町が実施する住宅事業が適正に執行されるよう指導監督を行う。

県土整備部 土木費 住まい安心支援事業費 木造住宅耐震対策促進事業費 89,401 79,901
　安全で安心な住まいやまちにするため、倒壊の可能性が高い昭和56年以前に着工された木造
住宅等の所有者に対して、耐震化に関する必要な情報の提供と、無料耐震診断や補強工事補助
等を行う。

県土整備部 土木費 住まい安心支援事業費 安心住まい支援事業費 3,135 △ 7,697

　耐久性に優れた長寿命住宅の普及に取り組むため、長期優良住宅の普及の促進に関する法律
に基づく計画認定事務等を適切に実施する。
　高齢者、障がい者、外国人、子育て世代等、住宅の確保に特別の配慮を要する者が民間賃貸住
宅に円滑に入居できるようにするため、居住支援活動を行う。

県土整備部 土木費 住まい安心支援事業費 空き家対策支援事業 4,875 4,875

　地域の住環境に深刻な影響を及ぼしている危険な空家（特定空家等）で所有者が不明なものを
市町が行政代執行（略式）により除却する場合及び市町が特定空家等の除去に補助を行う場合に
支援を行う。
　また、利活用が可能な空家については、移住や定住のための住宅として再利用することにより、
既存住宅ストックの活用を促進する。

県土整備部 土木費 公営住宅建設費 国補公共事業 272,996 54,410
　既存県営住宅の施設の長寿命化のため、外壁改修および屋上防水工事等を行うとともに、安
全、安心および快適な住環境整備のため、住戸内の改修工事を行う。
　また、老朽化した県営住宅の解体工事を行う。



部局名称 款名 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

県土整備部 土木費 下水道事業諸費 同和地区公共下水道事業助成金 30,486 30,486
　遅れている同和地区の下水道整備の促進を図るために、国の財政上の特別措置が講じられな
い事業に対して助成を行う必要があり、平成9年度から平成13年度内の実施事業に係る地方債の
元利償還額に対し、市町村の負担額が国の特別措置と同等になるように助成する。

県土整備部 土木費 住環境整備事業費 住環境整備事業費補助金 9,216 3,072
　市町が実施する住環境整備事業について、償還事務の適正化を図るため、市町の償還事務費
等の一部を補助する。

県土整備部 土木費 管理費 公共事業電子調達システム事業費 16,427 12,577
　公共工事等の調達手続きを電子化し、ネットワークを活用することで業務の効率化を図るととも
に、情報公開を行うことで透明性の向上を目指す。

県土整備部 土木費 管理費 公共工事進行管理システム事業費 159,670 33,731
　公共事業実施に伴う業務をシステムで処理することにより、予算執行の状況把握、適切な予算管
理、事務プロセスの統一による効率化・コスト縮減を図る。

県土整備部 土木費 管理費 公共事業支援統合情報システム事業費 2,465 0

　公共事業における適切で迅速な意思決定や事業実施におけるマネジメント、施設供用後の適切
な維持管理などの事務処理の効率化・高度化を図るため、公共事業の電子成果品（公共事業情
報）の情報共有基盤（公共事業情報統合データベース）への取り込みと、公共事業情報を利活用
するために公共事業情報統合データベースの運用を行う。（ＣＡＬＳ／ＥＣ）

県土整備部 土木費 管理費 公共工事設計積算システム事業費 51,355 0 　公共工事設計積算システムにより、公共事業の積算業務の省力化・迅速化を図る。

県土整備部 土木費 管理費 設計単価等調査費 38,738 0
　公共事業の積算業務の効率化や客観性・透明性の向上を図るため、予定価格算出に用いる労
務単価、資材単価の実勢価格調査を実施する。

県土整備部 土木費 管理費 管理事務費 834,276 772,448 　県土整備部の円滑かつ適切な管理運営を行うための経費

県土整備部 土木費 管理費 公共工事総合評価落札方式運用費 308 4
　三重県及び県内の市町等が発注する工事及び調査・設計等業務を総合評価方式で実施するに
あたり、地方自治法施行令第167条の10の2第4項及び第5項に基づく学識経験者から意見聴取を
円滑かつ効果的に実施するため、三重県公共工事等総合評価意見聴取会の運営等を行う。

県土整備部 土木費 公共用地取得対策費 県単公共事業 263,475 263,475
　県土整備部が施行する公共事業用地の取得及びこれに伴う損失の補償に関する業務を実施す
る。

県土整備部 土木費 登記対策費 登記対策事務費 31,514 31,387

　県が公共事業用地として取得した土地の所有権移転登記手続きを速やかに行うための登記専
門員の人件費。
　また、過去に公共事業用地として取得したものの、所有権移転登記がなされていない未登記土
地の解消を図るため関係者の協力を得ながら、調査、測量登記事務等を行う。

県土整備部 土木費 公有財産管理費 公有財産管理事務費 330 △ 11,044
　道路の新設改良、河川改修または海岸堤防の新設により発生した廃道・廃川・廃浜敷等の普通
財産の管理・処分及び国土交通省所管法定外財産の適正な管理を行う。

県土整備部 土木費 公有財産管理費 公有財産管理関係事務費 87,530 87,157 　目的財産の管理等を行うための管理事務専門員の人件費

県土整備部 土木費 土地収用法事業認定費 土地収用法事業認定事務費 480 6
　公共の利益の実現のため、市町等が必要な土地を土地収用法に基づいて取得するために行う
事業認定申請（知事認定）に対して、同法第２０条に基づく事業認定に関する処分を行う。

県土整備部 土木費
公共事業用地先行取得資金貸
付金

公共事業用地先行取得資金貸付金 3,000,000 0
　公共事業用地を円滑に取得するため、公有地拡大の推進に関する法律に基づいて土地開発公
社が先行取得を実施する際に必要となる用地補償費を、先行取得資金として貸し付ける。

県土整備部 土木費 公共事業評価制度事業費 公共事業評価制度事業費 802 792
　公共事業の実施プロセスの公正性・透明性を確保し、事業の適切な実施を図るため、公共事業
評価制度に基づき、外部委員である三重県公共事業評価審査委員会で再評価・事後評価の審査
を実施する。

県土整備部 土木費
次期三重県建設産業活性化プラ
ン策定費

次期三重県建設産業活性化プラン策定費 2,829 2,829
　建設業界が活性化を実現できるよう、次期三重県建設産業活性化プランに基づき、入札・契約制
度の改善を中心に各種取組を推進する。

県土整備部 土木費 建設統計調査費 建設統計調査事務費 958 0
　建設工事及び建設業の実態を明らかにすることで、国の財政、経済政策、建設行政等における
基礎資料とし、各種施策に反映する。



部局名称 款名 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

県土整備部 土木費 建設業指導監督費 建設業指導監督事務費 72,032 △ 56,704

　建設業を営む者の資質向上、建設工事の請負契約の適正化等を図るため、許可制度や経営事
項審査制度の適正な運用など、指導監督を行う。
　また、公共工事の品質と適正な施工を確保するため、入札契約制度の改善に取り組むとともに、
建設業の活性化を図るため、新三重県建設産業活性化プランを推進する。

県土整備部 土木費 営繕費 営繕事務費 4,374 3,385
　県有建築物の適正な整備を目的に、適正な工事予定価格を積算するため、営繕工事の設計単
価等を維持・更新する。
　また、工事目的物の品質を確保するため、技術・知識の向上研修に参加する。

県土整備部 土木費 検査管理事務費 検査及び検査員研修事務費 130,974 130,974

　適正な工事検査により契約の履行を確保するため、研修会の受講等による検査員の資質向上を
図るとともに、職員の技術向上に向けて、検査員と工事担当職員を対象に意見交換会等を実施す
る。
　また、工事検査の中立性・公平性を確保するため、実地検査業務を外部に委託する。

県土整備部 土木費 未登記処理対策事業費 未登記処理対策事業費 1,328 1,328 　県管理道路内の未登記を解消するため、所有権移転登記等を行う。

県土整備部 土木費 管理費 人件費 5,197,868 5,192,335   県土整備部職員の人件費

県土整備部 土木費 宮川堰堤管理費 人件費 67,220 24,401 　宮川ダムの維持管理に係る県土整備部職員の人件費

県土整備部 土木費 君ヶ野堰堤管理費 人件費 74,278 57,640 　君ヶ野ダムの維持管理に係る県土整備部職員の人件費

県土整備部 土木費 滝川ダム管理費 人件費 5,100 5,039 　滝川ダムの維持管理に係る県土整備部職員の人件費

県土整備部 土木費 土木施設パトロール費 人件費 786,068 236,068 　県管理道路における土木施設のパトロール、軽微な維持補修に係る県土整備部職員の人件費

県土整備部 土木費 管理費 交際費 72 72
　県土整備部長及び理事がその職務を遂行するうえで必要とする慶弔費及び催事参加のための
経費


